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＜報告＞

抄録
平成16年，内閣府「民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言」によると，大災害に備える

ためには地域連携力や企業との協力体制のある平時社会システムが必要であると述べられている．し
かし，災害時のHealthcare 継続計画（Healthcare BCP）においては，平時に行われていないことを，
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I．緒言

平成16年に発表された内閣府「民間と市場の力を活か
した防災戦略の基本的提言」によると，大災害に備える
ためには地域の連携力やサプライ・チェーンをもつ企業
との協力体制を構築し，平時の社会システムとして定着
させていくことが国際的な信頼にもつながると述べられ
ている[1]．しかし，地域に根ざした社会システムとし
て防災戦略を立てるためには，行動目標を共有するコ
ミュニケーション方法の確立，公益としての防災対策の

ための営利企業の努力評価指標の設定，防災に係る各種
規格の設定，教育・訓練仕法の確立が現状では不十分で
ある．一方，企業間の相互提携によって，アウト・ソー
シング拡大による緊急時の企業組織体の弱体化や複雑
なサプライ・チェーンによる災害時の物資供給の管理
困難が懸念される．特に，災害時のHealthcare 継続計画
（Healthcare BCP）においては，指揮命令系統，意思決
定，マネジメント力，組織の目標に沿った情報の取捨選
択・評価・指示，教育・訓練，事後検討会（after action 
review: AAR）が平時に行われておらず，平時と異なる

平時と異なる仕組みで実施しなければならない．
地域のHealthcareの組織化と役割分担，地域としてインフラの維持，医薬品の優先供給，避難所状

況の把握のもとに，各施設単位でのBCPと地域一体型としての計画，「マクロBCP」が不可欠である．
さらに，Healthcare領域，インフラ・医療関連業界，生活レベルを安定化させる業界の 3 層構造間に
おける「組織間学習」による相互理解を行う場が必要である．このような業種を超えた組織間学習の
場として，平成29年11月に一般社団法人「Healthcare BCP コンソーシアム（HBC）」を設立するに至っ
た．これは，内閣府が指摘する社会システムともなる．この基本概念は，異職種が目的を達成するた
めにともに知恵を出し合う機会を持ち，全体としてのレベルアップにつなげていく「能力構築連携」
を継続的な進化を伴って成し遂げていくことである．また，災害時の地域医療対応能力は絶妙のバラ
ンスで構築された「災害医療の積木構造」からなり，コーディネートに係る経験，知識を持つ人材育
成が不可欠である．

岡山県における2018西日本豪雨災害では，連携体制は構築（能力構築連携）されておらず，内外の
支援組織（積み木片）を絶妙のバランスでマネジメントするために「倉敷地域災害保健復興連絡会議」
（KuraDRO（クラドロ））が設置された．また，早期の保険医療移行は地域医療の底上げに寄与した．
一方，準備期からのミクロ及びマクロのBCPを策定する制度がまだ一般的ではなかったために，医療
の局所または全体像を俯瞰できる機会を失ってしまった．①被災範囲が比較的狭くために地域外から
の支援を受けやすかったこと，②被災地域の結びつきが強かったことによって限局対応で済んだが，
大災害では当てはまらない．

HBCを中心として，学術的な助けによる努力評価指標の設定，各種規格設定，教育・訓練仕法の
確立を行う必要がある．

キーワード：評価指標，規格，積木構造，能力構築連携，バランス，組織化

Abstract
Although it is necessary to maintain a peacetime social system through regional cooperation and coopera-

tion with companies, the healthcare business continuity plan (healthcare BCP) must be implemented under 
a different mechanism from peacetime onward.

Healthcare BCP has a double structure: BCP in each hospital and region. It aims to maintain a place for 
inter-organizational learning beyond specialized fields. The “Healthcare BCP Consortium (HBC)” was es-
tablished as a place to offer assistance for the social system that the Cabinet Office selects. The basic con-
cept involves cooperation for ability development in different fields and ability development to ensure the 
balanced community medicine.

In the 2018 West Japan heavy rain disaster in Okayama Prefecture, the Kurashiki disaster recovery orga-
nization (Kuradro) was established to manage the overview of the support organizations.

It is necessary to establish  some disaster evaluation indicators, various standards, education, and train-
ing systems centering on the HBC.

keywords:  disaster evaluation indicators, standards, structure built with a stack of wood pieces, cooperation 
for ability development in different fields, balance, organization

(accepted for publication, 15th March 2019)
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災害時特有の仕組みが実施される場合がある．また，災
害医療に関するデジュリスタンダードが本邦に存在して
いない．このことから，Healthcare BCPの共通性や互換
性がないだけでなく，概念さえ異なるものが個々策定さ
れかねない．

内閣府の平成25年度「事業継続計画ガイドライン
第 3 版」では，第 1 版の事業継続マネジメント（BCM）
の構造であるSimple loopとは異なり，図 1 に示すような
Complex Loopに改定されたので，どの過程にあっても
すぐに改善がされる[2,3]．これは従来のように時間をか
けて対応策を考えて次回に教訓を生かすPDCAサイクル
的な発想から，機動性を重視し臨機応変な対応が可能
で次回にはその応用がなされるOODAループ（Observe, 
Orient, Decide, Act）的発想に変更されたものと考えら
れる．また，事業継続計画の策定のために 5 つの基本要
素を挙げている[4]（表 1 ）．

以上を踏まえ，Healthcare BCPが従来の病院における
災害医療対応という概念では，大災害では対応できない．
Healthcare BCPは，医療受給者・提供者，地域，災害対
応時相のみならず，災害時の医療を底上げできる企業と
の連携，災害医療対応の理論化，諸規格の制定，根拠に

基づく教育体制と様々な手法による目標の設定された訓
練に基づくべきと考えている．

表 1　事業継続計画の策定[3]より

① 指揮命令系統の明確化

② 本社等重要拠点の機能の確保

③ 対外的な情報発信および情報共有

④ 情報システムのバックアップ

⑤ 製品・サービスの供給

II．Healthcare BCPのあるべき姿
 ―現状と問題提起―

厚生労働省は，平成31年 3 月まで災害拠点病院に対
して，BCPの考え方に基づいた病院災害対応計画作成の
手引きに基づきBCPを作成するように通達を出している
[5]．この傾向は，一般の医療機関に広げられることが
予測される．また，一部の介護・福祉施設においても
BCPの策定は行われており，この傾向は推進されるもの

図 1　5-1事業継続マネジメント（BCM）の各プロセス[3]より
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と思われる．つまり，現状の医療BCPは，各施設単位で
のBCPの構築にあり，いわば「ミクロBCP」である．

しかし，本来のBCPの在り方を踏まえると，Health-
care BCPは災害急性期から復興期をもカバーするもので
あり，医療，介護・福祉，被災者の生活を支えるもので
ある．日本Disaster Medical Assistance Team（DMAT）
をはじめとする様々な特徴を持つチームが編成・派遣さ
れる．医療資源が不足する災害時の医療体制の負荷を軽
減するためには，①平時の医療・福祉体制の充実，②急
性期に外部からの救援チーム受け入れ体制（受援）の
拡充，③被災者の生活を補完した新規医療需要の発生防
止，④救済段階から通常診療への早期移行が挙げられる．
しかし，これらは個別の医療・福祉だけで行えるわけで
はなく，地域一体型としての計画，「マクロBCP」が不
可欠である．つまり，医療機関や介護・福祉施設間の連
携が必要であり，優先すべき地域としてのHealthcare体
制構築のためのBCPの策定が必要である[6-9]．このため
には，地域のHealthcareの組織化と役割分担，地域とし
てインフラの維持，医薬品の優先供給，避難所状況の
把握が必要である．しかし，これらを実行するために
は，Healthcare分野（Tier1）だけでは達成できない．イ
ンフラ間関連企業や医薬品・医療機器関連業界（Tier2）
のバックアップが必要である．また，被災者の生活を改
善・維持することによって医療需要を増加させないため
には，衣食住を安定化させる業界（Tier3）の協力がさ
らに必要となる．Tier1はTier2に支えられ，Tier3はTier1
とTier2を支える関係にある．大災害時のこれら 3 層の

共通の目的は地域の最大利益を守ることにある．Tie2, 3
は資源の再配分と最適化や配給の優先順位をTier1に対
して行う必要が出てくる．この際の判断は，これら 3 層
が平時から相互理解ができ，ネットワークの構築がな
されいるという前提のもとに考えられる．これらの
Healthcare領域，インフラ・医療関連業界，生活レベル
を安定化させる業界の 3 層構造（Tier1, 2, 3）間におけ
る「組織間学習」による相互理解を行う場が必要である
[10]（図 2 ）．

このような業種を超えた組織間学習の場として，平成
29年11月に一般社団法人「Healthcare BCPコンソーシア
ム（HBC）[11]」を設立するに至った．このような各方
面と連携した場をもつことは，内閣府が指摘する①地域
の連携力，②サプライ・チェーン，③多分野に及ぶコ
ミュニケーションの場を提供することができ，平時から
地域に根ざした社会システムとなる．事業内容が大きく
異なる領域の職種や組織が，特定の目的を達成するため
にともに知恵を出し合う機会を持ち，全体としてのレベ
ルアップにつなげていく体制を藤本隆宏氏の「能力構築
競争（中公新書）」になぞらえて，「能力構築連携」と名
付ける[10,12]．これは，トヨタ生産方式やダーウィンの
進化論と同様に継続的常に進化・適応し続けなければ生
き残れない．かつての成功が次でも成功につながるとは
限らない．つまり，図 1 に示すプロセスにおいて 2 巡目
も同じでよいということにはならないのである．成功の
キーは，できる限り早期に変更すべき点を見つけ出す術
を持ち，適切な方向に変更できることである．災害で得

図 2　災害医療の能力構築“連携”されたBCP[10]
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た教訓は，次回の災害時にそのまま使えるわけではなく
応用が求められることが多い．

様々な職種や組織が災害地での医療体制を継続させる
ために補完する状況を「災害医療の積木構造」として説
明している[9,10]．地域医療対応能力が災害によって低
下した分を各種の救援チームが補い，できる限り元の医
療水準に戻そうとしている．積み木は絶妙のバランスで
構築されているため，どの積み木が不足しても災害時の
地域医療は崩れてしまう．災害地でこのバランスを保つ
には経験，知識が非常に求められ，この能力を持つ人材
（コーディネーター）育成が不可欠である．また，本来
の地域医療が回復してくれば，地域医療が緩徐に復興で
きるように積み木をもとに戻す手順のことも考えなけれ
ばならない．医療以外の分野（企業や制度）の助力があ
れば地域医療の多重の底上げ構造が構築されて，回復は
加速するであろう．また，平時の地域医療体制（リーダー
の存在と組織化）が構築されているほど医療力は大きく，
相対的な医療の低下（積木構造の窪み）は最低限に留め
られるであろう．

III．HBCから考察する近年の危機管理

近年，自然災害による甚大な被害が発生する頻度が増
している．かつて提唱されてきた 4 つの災害サイクル・
マネジメント（準備，反応，回復，減災）は，その半径
（災害強度），リングの幅（能力）についても考えなけ
ればならない．大災害では半径が大きくなって発災から
準備に戻る距離が長くなるので，マネジメントを強化す
るためにリングの幅を種々の対策によって広げておくべ
きであろう．

例えば，岡山県における2018西日本豪雨災害では，準
備期における異業種間での連携体制は構築（能力構築連
携）されていなかった．反応期及び回復期に明確な区分
があるわけではないが，膨大で複雑な需要に対応できる
供給体制は時相によって変化する必要があった．これを
調整したのが，倉敷に設置された「倉敷地域災害保健復
興連絡会議」（KuraDRO（クラドロ））であった．内外
の支援組織（積み木片）を絶妙のバランスでマネジメン

トできた事例であると考えられる．また，早期の保険医
療への移行は元来の地域医療の底上げに寄与したと考え
られる．一方，準備期からのミクロ及びマクロのBCPを
策定する制度がまだ一般的ではなかったために，医療の
局所または全体像を俯瞰できる機会を失ってしまった
[13]．

岡山でのこの災害では，①被災範囲が比較的狭くため
に地域外からの支援を受けやすかったこと，②被災地域
の結びつきが強かったことによって，この地域での対応
に限局することができた．しかし，大災害（南海トラ
フ，大規模特殊災害など）では，これらの条件が当ては
まらないかもしれない．集団化学災害のような大規模特
殊災害では，対応できる医療機関が限定されるために巨
大地震と同等の認識が必要となろう．感染症領域では，
「パンデミック（流行）」という言葉を使うが，語源で
あるギリシャ語ではpan（全て）+ demos（人々）となる．
感染症に限らず，広範囲で起きる大災害でも同様であろ
う．国内全体（pan（全て）+ demos（人々））が係るよ
うな規模の大災害に対して，臨機応変に対応できる体制
構築と行動に影響を与える刺激（行動のトリガー）を出
すことのできる人材育成が急がれる[14]．

IV．結語と展望

今後はHBCを中心として，学術的な助けによる現在
不十分である営利企業の努力評価指標の設定，防災に係
る各種規格の設定，教育・訓練仕法の確立を行う必要が
ある．また，災害医療においても「組織」，「リーダーシッ
プ」が今後のキーワードとなってくるであろう．これ
らを踏まえてBCPからBusiness Continuity Management
（BCM）を考えなければならない．

利益相反の有無

なし

図3　災害医療の積木構造によるHealthcare BCP[10]
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